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現在、代表的な二次エネルギーといえば、熱や電
気が挙げられます。特に電気は多くのエネルギー源
から転換することができるため利便性が高く、ネッ
トワークを通して最終消費者に供給されており、二
次エネルギーの中心的な役割を担っています。

一方、東日本大震災では、送配電網につながって
いないと電気の供給ができないことや、大規模集中
型のエネルギーシステムの脆弱であることが明らか
になりました。

こうした課題に対応するためには、BCPなどにも
対応できるコージェネレーション等の分散型エネル
ギーの推進や、水素や蓄電池等のエネルギー貯蔵技
術の活用により、二次エネルギーの供給方法の多様
化・柔軟化が重要となります。

水素は、利用段階では二酸化炭素を排出せず、多
様なエネルギー源から製造が可能であるなど、環境
負荷の低減やエネルギーセキュリティの向上に資す
る将来の有望な二次エネルギーの一つです。

このような観点から、将来の社会を支える二次エ
ネルギー構造の在り方を視野に入れて、新たなエネ
ルギーシステムの構築に向けた技術開発やモデル実
証等の取組を進めていく必要があります。

第１節
電気をさらに効率的に利用するための
コージェネレーションの推進や蓄電池の導入促進
コージェネレーションは、都市ガスや石油等を燃

料とした発電の際に生ずる排熱を有効活用すること
によって高いエネルギー総合効率を実現することを
可能とし、一次エネルギーの削減に資するもので
す。また、需要家が自ら発電し、自ら利用すること
による電力需要ピークの緩和や、非常時に系統から
のエネルギー供給が途絶えた場合にも一定のエネル
ギーを確保することが可能であるという利点もあり
ます。

家庭用燃料電池を含むコージェネレーションの導
入促進を図るため、補助金や税制措置等の導入支援
策を講じました。今後、燃料電池を含むコージェネ

レーションにより発電される電気を自ら消費するの
みならず、系統に逆潮流させて売電するビジネス展
開も期待されていることを踏まえ、こうした需要家
側で発電された電気の取引円滑化等の具体化に向け
て検討していきます。

また、利便性の高い電気を貯蔵することで、いつ
でもどこでも利用できるようにする蓄電池は、エネ
ルギー需給構造の安定性を強化することに貢献する
とともに、再生可能エネルギーの導入拡大に貢献す
る、大きな可能性を持つ技術です。政府では、系統
安定化用大規模蓄電システムや電気自動車等の航続
距離の向上を実現するための技術開発等を実施する
とともに、蓄電システムへの導入支援を行いました。
また、定置用リチウム二次電池の安全性及び性能に
関し、日仏共同で国際標準を開発中であり、エネル
ギー政策の観点はもとより、我が国企業の競争力強
化や経済成長につなげるため、蓄電池の導入を促進
しました。

＜具体的な主要施策＞

1．革新型蓄電池先端科学基礎研究事業
（再掲　第2章第1節2.(28)　参照）

2．リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発
（再掲　第2章第1節2.(29)　参照）

3．大型蓄電システム緊急実証事業費補助金
（再掲　第3章冒頭3.　参照）

4．新エネルギー系統対策蓄電池システム技術開発
（再掲　第3章冒頭4.　参照）

5．再生可能エネルギー余剰電力対策技術高度化�
事業

（再掲　第3章冒頭5.　参照）

6．再生可能エネルギーの接続保留への緊急対応
（再掲　第3章冒頭9.　参照）
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7．定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費�
補助金【2014年度補正：130.0億円】
家庭等におけるピークシフト、コスト削減に向

け定置用リチウムイオン蓄電池の導入を支援しま
した。

8．分散型電源導入促進事業費補助金�
【2013年度当初：249.7億円】
省エネルギー効果が高く、電気と熱を高効率に利

用する天然ガスコージェネレーションを導入する事
業者、自家発電設備の新増設、増出力によりピーク
カットや余剰電力を電力会社等へ供給する事業者に
対し、その設備導入の一部を補助しました。

第２節
自動車等の様々な分野において需要家が多様な
エネルギー源を選択できる環境整備の促進

＜具体的な主要施策＞

1．�燃料電池自動車の普及開始・拡大に係る規制�
見直し【規制】

水素の安全性についての検討を行った上で、圧縮
水素スタンドと圧縮天然ガススタンドを併設する際
の距離規制について緩和を行うための省令等の改正
を2014年4月に、水素及び燃料電池の自動車に関す
る世界技術規則（gtr）を国内に取り込むための省令
等の改正を同年5月に、圧縮水素スタンドにおける
液化水素貯槽の設置、付属冷凍設備（プレクール設
備）の設置、複合材料を使用した蓄圧器の設置に関
する技術基準等についての省令等の改正を同年11
月に行いました。

2．�次世代自動車充電インフラ整備促進事業� �
【2014年度補正予算：300.0億円】
日本全国に電気自動車やプラグインハイブリッド

自動車が走行できる環境を整えるため、充電器の購
入費及び工事費の一部について助成する補助制度を
実施しました。さらに、交通の要衝である高速道路
サービスエリア・パーキングエリアや道の駅におけ
る充電器の補助内容を拡充しました。

第３節
“水素社会”の実現に向けた取組の加速

前述のとおり水素は環境負荷の低減やエネルギー
セキュリティの向上に意義がある一方、水素利活用
技術には、技術面、コスト面、制度面及びインフラ
面で多くの課題が存在しており、水素の利活用を本
格化していくためには、官民一体となった取組を進
めていくことが重要です。

このため、産学官の有識者から構成される「水素・
燃料電池戦略協議会」において、水素の製造から輸
送・貯蔵、そして利用に至る様々な側面で、産学官
の役割分担や今後の必要な取組を明確化し、2014
年6月に「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を策定
しました。また、その後、様々な取組が進展してい
る最新の状況を踏まえて、2016年3月にロードマッ
プの内容を改訂し、新たな目標設定や取組の具体化
を行いました。

2009年に世界に先駆けて市場投入された家庭用
燃料電池（エネファーム）については、技術開発によ
るコスト低減や性能向上、導入支援による普及初期
の市場の確立などを通じて、2015年12月には普及
台数が15万台を突破しました。

また、2013年から燃料電池自動車の市場投入に
向けた水素ステーションの先行整備が開始され、
2016年3月までに80箇所程度の水素ステーションが
開所しました。また、2014年12月に国内初の燃料
電池自動車の市販が開始されたことに続き、2016
年3月には2車種目の燃料電池自動車の販売が開始
され、我が国では世界に先駆けて市場展開が進んで
います。2016年内には燃料電池バス及び燃料電池
フォークリフトの市場投入が予定されており、燃料
電池船や燃料電池二輪など、引き続き燃料電池シス
テムの応用分野を拡大していきます。引き続き、水
素ステーションの整備促進や、低コスト化に向けた
技術開発、規制の見直しなどを進めていきます。

また、水素発電については、高効率、高濃度な水
素ガスタービンの燃焼技術等の開発が進められてい
ます。さらに水素の本格的な利活用のためには、水
素をより安価で大量に調達することが必要となりま
す。このため、2015年度から、海外の褐炭や原油
随伴ガス等の未利用エネルギーを水素化し、国内に
輸送するための様々な技術について実証を開始しま
した。
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＜具体的な主要施策＞

1．�クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費�
補助金

（再掲　第2章第1節2.(4)　参照）

2．�民生用燃料電池（エネファーム）導入支援補助金
【2014年度補正：222.0億円】
省エネルギー及びCO2削減効果が高い家庭用燃料

電池（エネファーム）の更なる普及の促進を図るた
め、設置者に対し導入費用の補助を行いました。

3． 燃料電池利用高度化技術開発実証事業�
【2015年度当初：40.0億円】
固体高分子形燃料電池（PEFC）及び固体酸化物形

燃料電池（SOFC）の社会への本格的実装に向けて、
高効率・高耐久・低コストの燃料電池システムを実
現可能とする技術開発を行うとともに、大量生産可
能な生産プロセス及び品質管理等の技術開発、業務・
産業用燃料電池の技術実証を行いました。

4．�水素利用技術研究開発事業�
【2015年度当初：41.5億円】
水素ステーション整備・運営等のコスト低減に向

け、金属の代わりに炭素繊維を用いた複合容器の開
発や、低コスト鋼材の使用の前提となる性能や安全
性に関する評価・検査手法の開発などを行いました。

5．新エネルギーベンチャー技術革新事業
（再掲　第3章冒頭10.　参照）

6．�水素供給設備整備事業費補助金�
【2014年度補正：95.9億円】
燃料電池自動車の市場投入を踏まえ、四大都市圏

を中心に民間事業者等の水素ステーション整備費用
及び水素ステーションを活用した燃料電池自動車の
新たな需要創出等に必要な活動費用の補助を行いま
した。

7．�未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築
実証事業【2015年度当初：20.5億円】

水素サプライチェーンの構築に向けて、海外の未
利用エネルギーを活用して水素を製造し、当該水素
を安価で安定的に供給する輸送手段の実証を行うと
ともに、将来の水素利用形態である水素発電に係る
技術実証等を行いました。

8．�革新的水素エネルギー貯蔵・輸送等技術開発
【2015年度当初：16.6億円】
再生可能エネルギー等を有効利用するため、再生

可能エネルギー等から低コスト・高効率で水素を製
造・貯蔵する技術や当該水素を長距離輸送が比較的
容易なエネルギー輸送媒体（エネルギーキャリア）に
効率的に転換する技術開発等を行いました。

9． 再エネ等を活用した水素社会推進事業�
【2015年度当初：26.5億円】
地方自治体との連携による再生可能エネルギー等

の地域資源を活用した低炭素な水素サプライチェー
ンの実証、再生可能エネルギー由来の水素ステー
ションの導入等を行いました。

10． CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証
事業【2015年度当初：65.0億円の内数】

交通分野において、早期の社会実装を目指したエ
ネルギー起源二酸化炭素の排出を抑制する技術の開
発及び実証事業として、FCバス、FCフォークリフ
ト、FCゴミ収集車などの技術開発・実証を行いま
した。

【第383-1-1】�水素社会のイメージ
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